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	A　環境の構成要素の良好な状態の保持（大気、水質、騒音等の生活環境項目）
	1.場所（路線）の選定は、地域環境の保全、土地利用等との整合を図る。
	2.交通網の整備により交通量の分散化、交通流の円滑化を図る。周辺道路の交通流の円滑化を図る。
	3.周辺環境に配慮した道路構造を検討する。
	4.周辺への大気汚染や騒音による影響の緩和に努める。
	5.建設機械、車輌の稼働等に伴う周辺環境への影響の低減に努める。
	6.工事中の汚水・濁水の流出に伴う周辺環境への影響の低減に努める。
	7.土壌汚染、地下水汚染、地盤沈下の防止に努める。
	8.海面や自然海岸を保全し、水産資源への影響の低減に努める。
	9.工事中の濁水の発生に伴う周辺環境への影響の低減に努める。
	10.周辺環境に配慮した跡地の有効利用に努める。
	11.水質浄化機能への配慮に努める。
	12.水源涵養や土砂の流出防止等の機能への配慮に努める。
	13.自然の水循環に配慮した施設の導入に努める。
	14.放流先の水循環の保全に努める。
	15.電波障害、日照阻害、風害の防止に配慮する。
	16.悪臭の発生防止などの大気汚染への影響を抑制する。




